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議案第３９号

令和３年度渋川市一般会計予算

令和３年度渋川市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ３２，９３０，０００千

円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入

歳出予算」による。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債

務を負担することができる事項、期間及び限度額は、「第２表 債務負担

行為」による。

（地方債）

第３条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方

債の起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表

地方債」による。

（一時借入金）

第４条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れ

の最高額は、３，０００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第５条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項

の経費の金額を流用することができる場合は、各項に計上した給料、職員

手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でこ

れらの経費の各項の間で流用する場合と定める。

令和３年３月２日提出

渋川市長 髙 木 勉



歳   入 （単位：千円）

1

1 市 民 税

2 固 定 資 産 税

3 軽 自 動 車 税

4 市 た ば こ 税

5 入 湯 税

6 都 市 計 画 税

2

1 地 方 揮 発 油 譲 与 税

2 自 動 車 重 量 譲 与 税

3 地 方 道 路 譲 与 税

4 森 林 環 境 譲 与 税

3

1 利 子 割 交 付 金

4

1 配 当 割 交 付 金

5

1 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

6

1 法 人 事 業 税 交 付 金

7

1 地 方 消 費 税 交 付 金

8

1 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金

9

1 環 境 性 能 割 交 付 金

10

1 地 方 特 例 交 付 金

2
新型コロナウイルス感染症対策
地 方 税 減 収 補 塡 特 別 交 付 金

11

1 地 方 交 付 税

12

1 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

第    １    表       　   歳     入     歳     出     予     算

款 項 金　　　額

市 税 10,407,908

3,791,519

5,220,303

291,020

500,911

133,982

470,173

地 方 譲 与 税 458,362

106,000

325,000

1

27,361

利 子 割 交 付 金 5,600

5,600

配 当 割 交 付 金 22,000

22,000

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 16,000

16,000

法 人 事 業 税 交 付 金 68,000

68,000

地 方 消 費 税 交 付 金 1,724,000

1,724,000

ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 50,000

50,000

環 境 性 能 割 交 付 金 62,778

62,778

地 方 特 例 交 付 金 275,689

81,943

193,746

地 方 交 付 税 7,900,000

7,900,000

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 13,136

13,136
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（単位：千円）

13

1 分 担 金

2 負 担 金

14

1 使 用 料

2 手 数 料

15

1 国 庫 負 担 金

2 国 庫 補 助 金

3 委 託 金

16

1 県 負 担 金

2 県 補 助 金

3 委 託 金

17

1 財 産 運 用 収 入

2 財 産 売 払 収 入

18

1 寄 附 金

19

1 基 金 繰 入 金

20

1 繰 越 金

21

1 延 滞 金

2 市 預 金 利 子

3 貸 付 金 元 利 収 入

4 受 託 事 業 収 入

5 雑 入

22

1 市 債

款 項 金　　　額

分 担 金 及 び 負 担 金 49,990

53

49,937

使 用 料 及 び 手 数 料 298,651

251,262

47,389

国 庫 支 出 金 3,623,803

3,047,054

561,199

15,550

県 支 出 金 2,310,025

1,401,524

745,346

163,155

財 産 収 入 124,538

77,204

47,334

寄 附 金 6

6

繰 入 金 1,741,465

1,741,465

繰 越 金 100,000

100,000

諸 収 入 983,049

15,953

16

396,892

12,383

557,805

市 債 2,695,000

2,695,000

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 32,930,000
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（単位：千円）

事　　　　　　項 期　　　　間 限　　　度　　　額

渋川市土地開発公社借入金損失補償
令和3年度

以降

渋川市土地開発公社がその業務
を行うために、1億円を限度と
して借り入れた資金のうち、元
金及び利子について、償還期限
到来後契約に応じた期間が経過
しても償還できない元利金合計
額及び遅延損害金に相当する額

農業近代化資金等利子補給
令和4年度

～
令和18年度

渋川市農業近代化資金等融通措
置条例に掲げる資金の貸付限度
額及び融資率により融資された
資金の償還残額に対し、年
2.5％以内に相当する額

各種健康診査及び検診業務委託
令和3年度

～
令和4年度

９３，９８９

前橋・渋川シティマラソン実施事業
令和3年度

～
令和4年度

３，５００

学校保健各種検診業務委託
令和3年度　　　　　

～　　　　　　　　
令和4年度

１０，２７０

ＡＬＴ派遣業務委託
令和3年度　　　　　

～　　　　　　　　
令和6年度

７４，７４５

校務支援システム賃借料
令和3年度　　　　　

～　　　　　　　　
令和4年度

２６，３１６

渋川市第４期健康増進計画等策定業務
委託

令和4年度 ３，２０４

通学バス運行事業（栄・溝呂木線外４
路線）

令和3年度
～

令和8年度
２６８，５３２

古巻公民館整備事業 令和4年度 ５９，４２１

      第　　２　　表          債 　 務　  負　  担　  行　  為       
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　　　　　第　　３　　表　　　　　地　　　　方　　　　債

（単位：千円）

起　債　の　目　的 限　度　額 起債の方法 利  率 償還の方法 

地域振興基金造成事業
（合併特例事業）

237,500

認定こども園整備補助事業 106,400

農業農村整備事業 25,900

治山事業 9,000

急傾斜地崩壊対策事業 11,000

道路整備事業 60,800

地方道路等整備事業 354,400

ＪＲ渋川駅前広場整備事業
（合併特例事業）

38,600

中村緑地公園整備事業 27,500

市営住宅改修事業 25,000

消防防災整備事業
（合併特例事業）

36,300

小学校特別教室空調機器整
備事業（合併特例事業）

30,000

小学校トイレ改修事業
（合併特例事業）

83,200

社会体育施設整備事業
（合併特例事業）

101,000

公民館施設整備事業
（合併特例事業）

24,300

古巻公民館整備事業
（合併特例事業）

24,100

臨時財政対策 1,500,000

合　　　　計 2,695,000

証書借入又
は証券発行

年5.0％以内
（ただし、
利率見直し
方式で借り
入れる政府
資金及び地
方公共団体
金融機構資
金につい
て、利率の
見直しを
行った後に
おいては、
当該見直し
後の利率）

政府資金につ
いては、その
融資条件によ
り、銀行その
他の場合には
その債権者と
協定するもの
による。ただ
し、市財政の
都合により据
置期間及び償
還期限を短縮
し、又は繰上
償還もしくは
低利に借換え
することがで
きる。
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一般会計予算説明書

添付書類

○ 歳入歳出予算事項別明細書

１ 総 括

２ 歳 入

３ 歳 出

○ 給与費明細書

○ 継続費についての令和元年度末までの支出額、令和２年度末までの支出額又は

支出額の見込み及び令和３年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関す

る調書

○ 債務負担行為で令和４年度以降にわたるものについての令和２年度末までの支

出額又は支出額の見込み及び令和３年度以降の支出予定額等に関する調書

○ 地方債の令和元年度末における現在高並びに令和２年度末及び令和３年度末に

おける現在高の見込みに関する調書










































































